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第１章 計画改定の趣旨等                          

 

  １ 計画改定の趣旨                                                  

 

県では、昭和５５年３月に「消費生活の安定と向上に関する条例」（以下「消 

費生活条例」という。）を制定し、平成１７年１２月には、消費生活条例に平成 

１６年６月に制定された消費者基本法の基本理念である「消費者の権利の尊重」 

と「消費者の自立の支援」を明記する改定を行いました。 

平成１９年３月には、消費生活条例に基づき、「山口県消費者基本計画」（以 

  下「基本計画」という。）を策定し、また、平成２５年３月には、基本計画を改 

定し、消費者に関する各種の施策を総合的・計画的に進めてきたところです。 

平成３０年３月末で基本計画の計画期間が満了したことから、消費者を取り巻 

  く社会経済情勢の変化、これまでの取組状況などを踏まえて、県政運営の指針と 

なる新たな総合計画の策定に合わせ、改定を行うものです。 

 

 

  ２ 計画の位置づけ                                                  

 

基本計画は、消費生活条例第４条の３に基づき、県の消費者施策を総合的かつ 

計画的に推進するための基本指針として、また、「消費者教育の推進に関する法 

律」（以下「消費者教育推進法」という。）第１０条に定める県の消費者教育の 

推進に関する施策についての計画として、一体的に策定するものです。 
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  ３ 計画の目的及び基本理念                                         

             

【目  的】消費生活条例の目的（第１条） 

「県民の消費生活の安定と向上を図ること」 を目的とします。 

 

【基本理念】 

「消費者の権利の尊重」と「消費者の自立の支援」  

基本計画に基づいて、消費者施策を推進するに当たっては、消費者基本法及び 

  消費生活条例において定める消費者の権利を尊重するとともに、消費者が自らの 

利益の擁護及び増進のため自主的かつ合理的に行動することができるよう消費者 

の自立を支援することを基本とします。 

 

【消費者の権利】 （消費者基本法第２条、消費生活条例第１条の２） 

１ 消費者の安全が確保されること                                   

２ 商品及び役務について、消費者の自主的かつ合理的な選択の機会が確保 

 され、及び不当な取引方法を強制されないこと                 

３ 消費者に対し必要な情報及び教育の機会が提供されること  

４ 消費者の意見が消費者施策に反映されること  

５ 消費者に被害が生じた場合には適切かつ迅速に救済されること 

 

 

  ４ 計画の期間                                 

消費者施策を総合的かつ計画的に推進するため、計画期間は２０１８年度から 

２０２２年度までの５年間とします。 

 

2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

年　　　度

第１次 消費者基本計画

第２次 消費者基本計画

第３次 消費者基本計画
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第２章 消費者を取り巻く現状と課題          

 

  １ 現状                                                         

（１）社会経済情勢の変化    

少子高齢化が急速に進行し、本格的な人口減少社会の到来に伴い、全国的にも 

高齢者の独居世帯や夫婦二人暮らし世帯の増加がみられる中で、本県は、全国平 

均より早く高齢化が進行しています。 

情報通信技術が広く普及する中、パソコンやスマートフォンによるインター 

ネットの利用は、子どもから高齢者まで幅広い年齢層で拡大しています。 

また、インターネットを通じた商取引やＳＮＳの利用が拡大し、消費者は、海 

外の事業者とインターネットを経由し、気軽に商取引等ができるようになりまし 

た。 

こうした中で、高齢者や若年者が消費者被害に巻き込まれる事例が増加し、消 

費生活相談窓口に寄せられる相談内容は複雑化・多様化しています。 

一方、最近の動きとしては、人や環境にやさしい商品やサービスを自ら進んで 

選択する消費者が増加するとともに、公正で持続可能な社会の実現（ＳＤＧｓ 

エスディージーズ*1）やエシカル消費*2についての認識が広がりを見せ始めるなど、 

消費者の行動や意識にも変化が現れてきています。 

 

（２）国の動き 

   ア 法令の改正等 

① 消費者安全法の改正〔平成２８年４月一部施行〕 

消費者安全法は、消費者が安心して安全で豊かな生活を営むことができる 

社会の実現を目的とし、消費生活相談等の実施や、消費者事故等に関する情 

報の集約、消費者被害の発生や、被害の拡大防止のための措置について定め 

ています。 

具体的には、市町村支援のための都道府県の役割の明確化、広域連携等の 

活用による消費生活相談体制の整備についての規定、消費生活センターを設 

置する地方公共団体が「消費生活センターの組織及び運営についての条例」 

                             
*1  ＳＤＧｓ(ｴｽﾃﾞｨｰｼﾞｰｽﾞ)：「持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals）」の略称。人々が地球環境や気候変動に配慮し

ながら、持続可能な暮らしをするために取り組むための、世界共通の行動目標。2015 年に国連で全会一致で採択され、貧困の撲

滅や格差の解消、環境保護など 17 分野の目標があり、2030 年が達成期限となっている。 
*2  エシカル消費：倫理的消費。地域の活性化や雇用なども含む、人や社会・環境に配慮した消費行動。例えば、人への配慮として、

障害者支援につながる商品の積極的な購入、環境への配慮として、エコ商品・リサイクル製品の積極的な購入、地域への配慮と

して、地産地消や、被災地産品の積極的な購入がある。 



第２章 消費者を取り巻く現状と課題  

- 4 - 
                                

 

を整備すること等を定め、消費者が「どこに住んでいても、質の高い相談・ 

救済が受けられる体制」を構築することとされました。 

消費者被害が認識されにくい状況にある高齢者や障害者等を被害から守る 

「消費者安全確保地域協議会*3（地域見守りネットワーク）」の地方公共団体 

における設置促進、また、消費生活相談員の国家資格認定制度の創設など、 

消費生活相談体制の更なる充実・強化が図られています。 

 

【「消費者安全確保地域協議会」における地域の連携イメージ図】 

 

    

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 消費者契約法の改正〔平成２９年６月一部施行〕 

消費者契約法は、不当な契約から消費者を守るための法律です。 

改正前の消費者契約法では、十分な被害救済を図ることが困難な事案も 

あったことから、①過量な内容の契約の取消権の新設、②不実告知における 

重要事項の範囲の拡大、③取消権の行使期間の伸長などにより、消費者保護 

の強化を図っています。 

 

 

 
                             
*3  消費者安全確保地域協議会：高齢者や障害者等の消費者被害を防ぐために市町や地域の関係者が連携して構築する、消費者安全

法に基づく見守りネットワークのこと。見守り等の取組を行う地域協議会の構成員間で必要な情報を提供できる旨法に規定され

ており、必ずしも本人の同意がない場合でも、個人情報を共有することができる。 

〔消費者庁資料より〕 
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③ 特定商取引に関する法律（以下「特定商取引法」）の改正 

〔平成２９年１２月一部施行〕   

特定商取引法は、消費者トラブルが生じやすい取引類型（訪問販売、通信 

販売、電話勧誘販売、連鎖販売取引、特定継続的役務提供、業務提供誘引販 

売取引、訪問購入）を対象に、消費者トラブル防止のためのルールを定め、 

事業者による不当な勧誘行為等を規制することにより、消費者の利益を保護 

し、商品の流通や役務の提供を適正で円滑なものとすることを目的としてい 

ます。 

特定商取引法は、新たな手口の悪質商法の発生など消費者トラブルの状況 

     の変化に対応して、改正が行われてきました。 

業務停止命令を受けた事業者の役員等が、その停止の範囲内の業務を新た 

     に開始すること、いわゆる潜脱行為を禁止する規定等が盛り込まれ、訪問販 

売や訪問購入等の規制が、一層強化されているところです。 

 

④ 民法改正の動き 

民法は、市民生活における市民相互の関係を規律する私法の一般法です。 

約款に関する規定の創設等債権に関する規定が１２０年ぶりに抜本改正さ 

れ、２０２０年４月に施行されるとともに、成年年齢の１８歳への引下げが 

２０２２年４月に予定されています。 

 

イ 地方消費者行政の強化に向けた取組 

国は、消費者が「どこに住んでいても質の高い相談・救済を受けられ、安全・ 

安心が確保される地域体制」の全国的な整備に着手しており、平成２７年度か 

ら、地方の消費者行政推進を目的とした「地方消費者行政推進交付金」制度を 

創設して「地方消費者行政強化作戦」の５つの政策目標により、地方消費者行 

政の充実・強化に取り組んでいます。 

 また、平成３０年度からは、「地方消費者行政強化交付金」制度を創設し、 

ＳＤＧｓに関連する施策や経済社会環境の変化に対応した地方消費者行政の体 

制整備など、重要な消費者政策に積極的に取り組む地方公共団体を支援するこ 

ととしています。 
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【地方消費者行政が目指すべき姿】 

 

 

ウ 消費者教育の推進に向けた取組 

国は、消費者教育推進法により、「誰もが、どこに住んでいても、生涯を通 

    じて、様々な場で、消費者教育を受けることができる機会」を提供するため、 

    消費者教育を総合的・一体的に推進しています。 

① 消費者教育推進法に基づく国の基本方針の策定と見直し 

消費者教育推進法に基づく国の基本方針は、消費生活を取り巻く環境の変 

化を勘案し、平成３０年３月に、平成３０年度から５年間を対象とした方針 

に変更されました。 

この方針では、消費者教育として必要な内容や効果的な方法、教育の担い 

手の育成の在り方について方向性を示し、消費者行政と教育行政の緊密な連 

携や、消費者教育の人材（担い手）の育成・活用、若年者への消費者教育な 

どを求めています。   

② 消費者教育推進計画の策定と消費者教育推進地域協議会の設立の促進 

消費者教育推進法に基づき、都道府県や市町村における消費者教育推進計 

画の策定と消費者教育推進地域協議会の設立を促進しています。 

                             
*4  適格消費者団体：消費者契約法等に違反する事業者の行為に対して差止請求を行う消費者団体訴訟制度において、消費者全体の

利益擁護のために差止請求権を適切に行使することができる適格性を備えた消費者団体として、内閣総理大臣の認定を受けたも

の。「適格消費者団体」として認定されるためには、特定非営利活動法人又は一般社団法人若しくは一般財団法人であること、不

特定多数の消費者の利益擁護のための活動を主たる目的とし、その活動を相当期間継続して適正に行っていること、消費生活の

専門家及び法律の専門家が共に確保されていること等の要件を満たす必要があり、平成 30 年 3月末現在、全国で 17 団体が認定

されている。 
*5  消費者教育推進地域協議会：消費者教育推進法の規定に基づき、消費者教育の推進のため、都道府県・市町村への設置が努力義

務とされている組織。消費者、消費者団体、事業者、事業者団体、教育関係者、消費生活センターその他の関係機関等で構成し、

消費者教育の総合的、体系的かつ効果的な推進に関して構成員相互の情報の交換及び調整などを行う。 

<政策目標１>               

＊相談窓口未設置の自治体を解消 

<政策目標２>  

＊消費生活センターの設置促進 

①人口５万人以上の全市町 

②人口５万人未満の市町 50％以上 

＊消費生活相談員の配置 

①管内自治体の 50％以上に配置 

②資格保有率を 75％に引上げ 

③研修参加率を 100％に引上げ 

<政策目標３> 

＊適格消費者団体*4の空白地域解消 

<政策目標４> 

＊消費者教育推進計画の策定 

＊消費者教育推進地域協議会*5の設置 

（全都道府県・政令市） 

<政策目標５> 

＊消費者安全確保地域協議会の設置 

   （人口５万人以上の全市町） 

 

地方消費者行政強化作戦（平成２６年１月国策定） 
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（３）県の動き 

県では、基本計画（平成２５年度～平成２９年度）に掲げる施策推進の５つの 

柱に基づき、各種の消費者施策を推進してきました。 

    

【前計画期間中における主な取組】 

Ⅰ 消費生活における安心・安全の確保 

○ 平成２８年度から、県民生活課に不当取引指導員*6を配置し、特定 

 商取引法等の執行に係る体制を強化 

○ 消費者被害の未然防止・拡大防止の取組 

・「やまぐち・くらしの安心ネット*7」による配信先 

平成２５年度  平成２９年度 

１２３団体 ２２２団体 

 

Ⅱ 消費生活相談の充実と紛争の適切な解決の促進 

  ○ 県消費生活センターの本庁統合（平成２８年４月）に伴う、関係 

課・教育委員会・県警察本部等との情報共有などを通じた連携の 

強化 

○ 市町に対する消費生活相談窓口の整備及び体制強化への支援 

・市町消費生活センターの設置状況     

平成２５年度  平成２９年度 

 １２市  
１３市４町 

（全市に設置） 

・市町消費生活相談員の配置状況 

平成２５年度  平成２９年度 

 ２６人  
３０人 

（全市町に配置） 
 

 

        

                             
*6  不当取引指導員：不当な取引行為を行う事業者に対する調査・指導を専任で行う、警察ＯＢの職員。 
*7  やまぐち・くらしの安心ネット：社会福祉関係団体や消費者団体等の関係機関が相互に連携し、消費者被害の未然防止・拡大防

止を図るためのネットワーク。注意喚起すべき事案について、電子メールにより情報提供している。 
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Ⅲ 消費者の自立支援 

○ 消費者リーダー*8の育成 

平成２５年度  平成２９年度 

５９人 ９７人 

 

Ⅳ 消費者教育の推進      

○ 啓発講座の参加者数 

平成２５年度  平成２９年度 

３，４８３人 ３，５８４人 

○ 体験学習型消費者教育施設「まなべる」*9の利用者数 

平成２５年度  平成２９年度 

１，４５３人 １１，４３４人 

 

Ⅴ 国や他の自治体、消費者団体をはじめとする多様な団体等との連携・ 

協働  

○ 弁護士会等と連携した無料法律相談の実施による、専門的事案への 

迅速かつ的確な対応 

○ 事業者団体等と連携した、「警告メッセージ付き通話録音装置*10」 

 等の被害防止対策機器の普及促進   

  

 

 

 

 

 

 

 

                             
*8  消費者リーダー：地域における消費者トラブルの未然防止・拡大防止を図るため、消費生活に関する啓発活動等を行う者。人材

育成は、県消費生活センターで行い、人材活用は市町消費生活相談窓口で行う。 
*9  体験学習型消費者教育施設「まなべる」：消費生活をテーマに、タブレット等による専用端末を活用した体験学習型消費者教育施

設。消費生活トラブルを疑似体験したり、消費生活の情報をクイズで学ぶことができる。平成 28 年 4月の県庁内への移転設置に

伴い、利用者が大幅に増えている。 
*10 警告メッセージ付き通話録音装置：電話の着信時、呼び出し音が鳴る前に、相手方に対し、通話を自動録音する旨の警告メッセ

ージを流す装置。平成 25 年度の消費者庁のモデル事業では、装置を設置した世帯において、悪質な電話が大幅に減少したという

結果が出ており、悪質勧誘販売等への対策として、その抑止効果は高い。 
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【本県の消費者行政推進体制】 

 

 

 
 
 

【体験学習型消費者教育施設「まなべる」】 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連携 
情報共有 

支援 

連携 
情報共有 

県・消費生活センター 

・専門的、広域的な相談対応 

・関係法に基づく事業者指導、処分 

・消費者リーダー等人材育成 

市町・  

・消費者に身近な相談窓口 

・注意喚起情報の迅速な発信 

・消費者啓発の推進 

連携 
情報共有 

被害の未然防止・拡大防止による消費生活の安心・安全の確保 

国(消費者庁)・他の自治体・関係団体 

市町支援・広域的取組 地域における相談対応・啓発 
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（４）市町の動き 

県内の市町では、平成２８年度末までに、全１３市に消費生活センターが設置 

され、このうち、柳井地区では、１市４町の広域連携による消費生活センターが 

設置されました。 

さらに、平成２９年度末までに、全１９市町において消費生活相談員が配置さ 

   れるなど、「地方消費者行政推進交付金」等を活用して、相談窓口の機能強化、 

   消費生活センターをはじめとした相談窓口の広報や消費者への啓発等、消費者行 

   政の充実・強化が図られています。 

こうした取組もあり、県と市町における消費生活相談の受付件数の割合は、市 

   町での相談受付割合が年々高くなってきており、消費者に身近な市町の役割が大 

きくなっています。 

最近では、消費者被害が認識されにくい状況にある高齢者や障害者等の被害を 

   防止するため、市町や地域の関係者が連携し、高齢者や障害者等を見守る体制整 

   備として、消費者安全法に基づく消費者安全確保地域協議会を設置する新たな動 

きが現れてきています。 

 

◆市町における消費生活センターの設置・消費生活相談員の配置状況  

区分 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 

センター設置 

市 町 数  
１２市 １２市 １２市 １３市４町 １３市４町 

消 費 生 活  

相談員数(人)  
２６ ２６ ２７ ２８ ３０ 

〔山口県消費生活センター調べ〕 

◆県・市町の相談受付件数の推移 

 

〔平成 29 年度消費生活相談状況（山口県消費生活センター）より〕 
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◆県・市町の相談窓口の状況 

 

〔山口県消費生活センター調べ〕 

 

 

 

 

 

（単位：人）

消費生活センター

設置年月日 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

県 S45.8.1 9 9 8 7 7

下 関 市 S53.4.1 4 4 4 4 4

宇 部 市 H17.4.1 2 2 2 2 3

山 口 市 H19.4.1 3 3 4 4 3

萩 市 H18.4.1 2 2 2 2 2

防 府 市 H22.4.1 2 2 2 2 2

下 松 市 H21.4.1 2 2 2 2 2

岩 国 市 H22.4.1 2 2 2 2 2

光 市 H21.4.1 2 2 2 2 2

長 門 市 H25.4.1 1 1 1 1 1

柳 井 市 H23.10.1 1 1 1 2 2

美 祢 市 H28.4.1 1 1 1 1 1

周 南 市 H16.4.1 3 3 3 3 3

山陽小野田市 H23.4.1 1 1 1 1 1

26 26 27 28 28

周 防 大 島 町 H28.4.1(広域) － － － (2) (2)

和 木 町 － － － － 1

上 関 町 H28.4.1(広域) － － － (2) (2)

田 布 施 町 H28.4.1(広域) － － － (2) (2)

平 生 町 H28.4.1(広域) － － (2) (2)

阿 武 町 － － － － 1

0 0 0 0 2

26 26 27 28 30

35 35 35 35 37

相談員数

合計

市町計

区分

市計

町計
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（５）県消費生活センターの役割と相談の現状 

ア 県消費生活センターの役割 

消費生活センターは、消費者安全法により設置の要件や担う業務が規定され 

ており、都道府県は消費生活センターを設置しなければならないとされていま 

す。 

県消費生活センターでは、消費者からの苦情に係る相談や、苦情処理のため 

の「あっせん」に関して、主に市町の区域を越えた広域的な事案に、対応をし 

ています。 

また、各市町へ巡回訪問を行い、市消費生活センターや町消費生活相談窓口 

における、相談対応力の向上を支援しています。 

消費者庁等から、消費者被害に関する重大事故等の情報などを得た場合には、 

市町に対し、被害の拡大を防止するために必要な情報提供を、迅速に行ってい 

ます。 

平成２８年度から配置している不当取引指導員は、相談者や家族からの状況 

聴取などを業務として、悪質事業者に対する行政処分等の法執行を見据えた対 

応を行っています。 

 

【消費生活相談等に関する県と市町の事務区分】 

（消費者安全法第８条、第１０条に基づくもの） 

県の事務 市町の事務 

市町相互間の連絡調整・市町に対する
必要な助言・協力、情報の提供その他
の援助 

  

消費者からの苦情に係る相談・苦情処
理のためのあっせんのうち、市町の区
域を超えた広域的な見地を必要とす
るもの 

消費者からの苦情に係る相談・苦情処
理のためのあっせんの実施 
 
 

消費者事故等に係る調査又は分析で
あって専門的な知識及び技術を必要
とするものへの対応 

  

広域的な見地から必要な情報の収集、
住民への提供 

消費者安全確保のための必要な情報
の収集、住民への提供 

消費者事故等の発生に関する市町と
の情報交換 

消費者事故等の発生に関する県との
情報交換 

消費生活センターの設置【必置】 消費生活センターの設置【努力】 

  

 



第２章 消費者を取り巻く現状と課題  

- 13 - 
                                

 

イ 県消費生活センターの相談の現状 

① 相談件数の推移等 

県消費生活センターが受け付ける相談の件数は、県民に身近な市町におけ 

る相談窓口が充実してきたことから、近年横ばいの傾向にありますが、相談 

の内容は、複雑化・多様化しています。 

 

    ② 相談の方法 

電話による相談が９０％を超えていて、県消費生活センターへの来所は 

７％前後、文書やメールによる相談はごくわずかです。 

電話による相談では、相談受付番号（０８３－９２４－０９９９）のほか、 

国が設けた全国共通の消費生活相談の電話「消費者ホットライン『１８８』 

（いやや！）」を利用する相談者もいます。 

 

③ 契約当事者の年代別の相談状況 

契約当事者の年代別の相談割合は、６０歳代が最も高く、次いで７０歳以 

上、５０歳代、４０歳代の順となっています。 

 

◆相談総数に占める年代別の相談件数（平成29年度） 

 

 

 

 

                         ※不明は団体等からの相談件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 〔平成 29 年度消費生活相談状況 

（山口県消費生活センター）より〕 

区分 19 歳以下 20 歳代 30 歳代 40 歳代 50 歳代 60 歳代 70 歳以上 不  明※ 合 計 

相 談 者 18 162 305 534 774 1,016 704 633 4,146 

契約当事者 76 223 311 444 671 970 754 697 4,146 
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④ 販売方法別の相談状況 

店舗販売以外の通信販売、電話勧誘販売、訪問販売などに関する相談割合 

     が約４５％を占めています。 

 

◆販売方法別の相談割合（平成 29 年度） 

 

〔平成 29 年度消費生活相談状況（山口県消費生活センター）より〕 

◆販売方法別の相談件数（店舗販売以外） 

 

〔平成 29 年度消費生活相談状況（山口県消費生活センター）より〕 
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⑤ 商品・サービス別の相談状況 

放送・コンテンツ等の相談が、どの年代別でも最上位となっています。 

放送・コンテンツ等には、アダルト情報・出会い系などのインターネット 

等を通じて得られる情報や、オンラインゲームに関するトラブルの相談が含 

まれています。 

また、６０歳以上では、放送・コンテンツ等に次いで、プロバイダ契約な 

どのインターネット通信サービス、書籍・印刷物に関する相談が上位を占め 

ています。  

 

◆相談の多い商品・サービス〔契約当事者年代別〕（平成 29 年度）    

 

〔平成 29 年度消費生活相談状況（山口県消費生活センター）より〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

順

位 件数 件数 件数

1 97 356 288

2 19 55 77

3 13 42 48

4 13 41 42

5 12 33 23

6 10 33 22

7 8 33 20

8 8 28 19

9 7 25 17

10 6 14 17

※　企業、団体等からの相談は含まない。

融資サービス 化粧品 レンタル・リース・賃借

紳士・婦人洋服 書籍・印刷物 電報・固定電話

理美容 移動通信サービス 生命保険

内職・副業 自動車 預貯金・証券等

移動通信サービス 工事・建築・加工 修理・補修

自動車 融資サービス 工事・建築・加工

健康食品 レンタル・リース・賃借 書籍・印刷物

インターネット通信サービス 健康食品 健康食品

放送・コンテンツ等 放送・コンテンツ等 放送・コンテンツ等

レンタル・リース・賃借 インターネット通信サービス インターネット通信サービス

29歳以下 30～59歳 60歳以上

品　目 品　目 品　目



第２章 消費者を取り巻く現状と課題  

- 16 - 
                                

 

  ２ 課題                                                        

本県における消費者を取り巻く現状を踏まえ、今後取り組むべき課題は、次の 

   とおりです。 

 

（１）消費生活における安心・安全の確保 

安心・安全な暮らしを守るためには、消費者に提供される商品・サービスの安 

全性が確保されるとともに、それらが安定的に供給されることが必要です。 

消費者が自主的・合理的に商品・サービスを選択するためには、その前提とし 

て、商品・サービスに関する広告や表示、事業者による勧誘や契約が適正に行わ 

れる必要があります。     

高齢者をはじめとした消費者被害の認識されにくい状況にある者に対し、市町 

の行政機関や事業者、消費者団体などの関係機関や民生委員等による、見守り体 

制を整備する必要があります。 

 

（２）消費生活相談の充実、紛争の適切な解決の促進 

消費生活相談員は、急速な情報化社会の進展により、多様で複雑化する相談に 

的確に対応する必要があります。 

消費者がどこに住んでいても質の高い相談を受けられるように、市町の消費生 

活相談窓口を充実することが必要です。 

県や市町の消費生活相談員の研修機会を確保し、専門的な知識や技術を向上す 

   ることが必要です。 

消費生活センター等の相談窓口には、専門的な知識を有する適切な人材を確保 

する必要があります。 

消費生活相談の解決に向けて、様々な相談機関を活用する必要があります。 

 

（３）消費者の自立に向けた支援 

 消費者被害を防止し、安心・安全な暮らしを営むためには、消費者自らが正し 

い知識と判断力を身に付け、自立した消費者となることが必要です。 

 消費者の多様な消費行動や意識の変化への対応とともに、消費者自らが進んで 

情報収集できる仕組みが必要です。 
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（４）消費者教育の推進 

地域や学校等において、特性に応じた消費者教育が行われることが必要です。 

成年年齢の引下げに対応した消費者教育を行う必要があります。 

消費者の自立を支援する担い手となる人材を育成する必要があります。 

消費生活審議会が、消費者教育推進地域協議会として活発に活動できる仕組み 

   が必要です。 

 

（５）国・他の自治体、学校や消費者団体等との連携・協働 

 複雑化・多様化する消費者問題に対しては、問題に関わる多様な団体が、互い 

の「強み」を生かして、対応することが必要です。 

県域を超えて活動する悪質事業者に対しては、関係自治体等が効果的に指導や 

行政処分を行うことが必要です。 

学校や関係団体が行う消費者教育が、より効果的に展開されることが必要で 

す。 

高齢者や障害者等の消費者被害を減らすためには、地域においてより多くの者 

   による見守り活動が必要です。 
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第３章 施策の展開                                

 

前章に掲げた消費者を取り巻く現状と課題を踏まえ、５つの項目を柱に１９の 

 施策を推進します。 
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  １ 消費生活における安心・安全の確保                 

 

（１）商品及びサービスの安全性の確保等 

ア 商品及びサービスの安全性の確保 

生命や身体に関する重大事故等が発生した場合には、消費者庁に直ちに通知 

するなど、消費者事故等の情報の適正な処理に努めます。 

また、消費者庁や国民生活センター等との連携のもとに、消費者の生命や身 

体、財産に危害を及ぼす恐れのある商品・サービスについては、速やかに情報 

の収集や必要な調査を行い、ホームページ等を活用して、消費者に迅速に情報 

を提供するとともに、必要に応じて、消費生活条例に基づき、事業者に対し、 

商品等の供給の停止等を勧告します。 

 

イ 消費者の信頼の確保 

事業者に対し、商品やサービスの品質向上に向けた取組、法令遵守のための 

自主基準の制定、消費者からの苦情を処理する「お客様相談窓口」の整備を要 

請します。 

また、消費者からの苦情や相談の内容をもとに、事業活動の中で消費者に対 

し配慮が必要な点を類型化し、その内容を事業者や事業者団体に助言すること 

により、事業者が行う法令や企業倫理遵守のための取組を支援します。 

 

〈具体的な取組〉 

○ 消費者庁に対する事故情報の通知 

○ 消費者庁に寄せられた事故情報の収集 

○ 消費生活相談を通じた事故情報の収集  

○ ホームページ等を活用した事故情報の提供や、日常生活における様々 

な事故に関する注意喚起 

○  危険な商品・サービスについて、消費生活条例に基づく事業者への 

供給停止勧告等 

○ 事業者に対する、自主基準の策定や苦情処理体制の整備に向けた要請 

○ 消費生活相談等に基づく事業者団体等への助言 
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（２）生活関連物資の安定供給等 

消費生活に関連性が高い物資の価格調査を行い、その結果をホームページによ 

   り情報提供します。 

また、生活関連物資の価格の急騰時に、買占め又は売惜しみなどの不適正な事 

業行為を行う事業者には、消費生活条例に基づき、是正を勧告し、事業者が勧告 

に従わない場合は、事業者名の公表を含めた処分を行うことにより、生活関連物 

資の安定的な供給の確保を図ります。 

 

〈具体的な取組〉 

○ 消費生活に関連性が高い物資の価格調査 

○ ホームページによる県民への情報提供 

○ 不適正な事業行為に対する是正勧告等 

 

（３）消費者取引の適正化 

ア 不当な取引方法の禁止 

消費生活センター等の相談窓口が受け付けた相談を基に調査を行い、不当な 

取引行為を行う悪質な事業者に対しては、消費生活条例に基づき是正を勧告 

し、事業者が勧告に従わない場合は、事業者名を公表するほか、事業者の行為 

が特定商取引法に抵触する場合には、同法に基づき、改善に向けた指示や業務 

停止命令等の行政処分を行います。   

 

イ 表示の適正化 

広告などの表示は、消費者が商品やサービスを購入・利用する際に、適切な 

選択を行うための基礎となる情報であることから、事業者に対して、適正な表 

示を行うよう、関係法令に基づき指導等を行います。 

また、消費者が商品の品質を正しく認識し、その購入に際し不測の損害を受 

けることのないよう、市町と連携し、関係法令に基づき販売店への立入検査等 

を行います。 

 

〈具体的な取組〉 

○ 消費者からの相談や通報に基づく、事業者への報告徴取や改善指導等 

○ 悪質な事業者に対する、関係法令に基づく行政処分の実施 

○ 関係法令に基づく、販売店等への立入検査  
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（４）被害防止に向けた取組 

国民生活センターと全国の消費生活センター等を結ぶ情報ネットワーク（ＰＩ 

Ｏ－ＮＥＴ パイオネット*11）による情報や、消費生活センター等に寄せられた 

相談から、最新の消費者トラブルの事例を分析し、対応策を検討するとともに、 

電子メールやホームページを活用して、消費者に対する注意喚起情報の迅速・的 

確な提供を図り、被害防止に努めます。 

また、消費者一人ひとりが自ら進んで被害防止に向けた必要な知識の習得や情 

   報の収集を行うことができるよう情報提供に努めるとともに、福祉関係者や地域 

の事業者と連携して地域での見守り活動を促進し、消費者被害の未然防止に努め 

ます。 

特に、悪質商法の標的とされやすく、消費者被害が認識されにくい状況にある 

高齢者や障害者等の被害を防止するため、市町における地域見守りネットワーク 

としての消費者安全確保地域協議会の設置を促進します。 

 

〈具体的な取組〉 

○ ＰＩＯ－ＮＥＴの活用等による迅速な情報収集、事例分析及び対応 

策の検討 

○ ホームページによる学習機能の提供 

○ 事業者と連携した、地域における見守りサポーターとしての活動の 

促進 

○ 市町における消費者安全確保地域協議会の設置の促進 

 

 

【評価指標①】 

「消費生活における安心・安全の確保」に向けた取組が進んでいるかを評価 

する指標として、「消費者安全確保地域協議会の設置市数」を設定します。 

目標値は、現状から着実な増加を図ることを基本とし、全市において高齢者 

や障害者等の見守り体制が整備されるよう、全１３市とします。 

 

名称 現状値 目標値 

消費者安全確保地域協議会の 

設置市数 

３市 

《2017年度末》 

全１３市 

《2022年度末》 

 

                             
*11 PIO－NET(ﾊﾟｲｵﾈｯﾄ)：「全国消費生活情報ネットワーク・システム（Practical Living Information Online Network System）」

の略称。国民生活センターと全国の消費生活センターをネットワークで結び、消費者から消費生活センターに寄せられる消費生

活に関する苦情相談情報（消費生活相談情報）の収集を行うシステム。消費生活相談に関する類似案件の検索や処理結果の参照

等が可能であり、消費生活相談員による対応の際に活用されている。 
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【消費者安全確保地域協議会の設置状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下関市

山口市

萩市

防府市

下松市

岩国市

光市

長門市

柳井市

美祢市

周南市

山陽小野田市

宇部市

阿武町

上関町

平生町

田布施町

周防大島町

和木町

設置済市（平成 29 年度末） 
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  ２ 消費生活相談の充実、紛争の適切な解決の促進            

 

（１）消費生活相談の充実 

   ア 県消費生活センターの相談対応力の向上 

専門的知識や相談対応技術向上のため、研修に消費生活相談員が参加できる 

機会を確保し、時代に即した実践的な相談対応力の向上に努めます。 

複雑化・多様化する消費者被害に迅速に対処するため、消費者庁や国民生活 

センター等から、消費生活相談の最新情報を収集・蓄積し、複雑化・多様化す 

る相談に迅速に対応します。 

山口県弁護士会等の関係団体と緊密に連携し、専門的な相談事案の解決に努 

め、相談対応力を向上します。 

    

イ 市町への支援等 

市町に対し、消費生活センター等の相談窓口の充実や、住民に対する相談窓 

口の一層の周知を要請するとともに、消費生活相談員の人材確保に向けた支援 

を行います。 

県消費生活相談員による市町への巡回訪問を実施して実践的な助言を行うと 

ともに、消費生活相談員に対する実地研修や経験に応じた専門研修を行うこと 

により、市町消費生活相談員の相談対応力の向上を図ります。 

 

〈具体的な取組〉 

○ 県消費生活センターにおける、研修を通じた実践的な相談対応力の 

向上 

○ 関係団体との連携による専門的事案への対応力の向上 

○ 市町に対する消費生活相談窓口の充実への支援 

○ 消費生活相談員人材バンク*12の運営 

○ 県消費生活相談員の実践的な助言による市町の相談対応力の向上 

○ 実地研修や専門研修の開催による消費生活相談員の資質向上 

 

 

 

 

                             
*12 消費生活相談員人材バンク：県内市町及び県消費生活センターにおける消費生活相談員の配置・増員に向けた人材確保を目的と

して県が運営。消費生活相談有資格者等について、本人の希望に基づき登録を行い、市町及び県消費生活センターからの要請に

基づき、登録情報の提供を行う。 
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 （２）紛争の適切な解決の促進 

消費者からの苦情の申出に対しては、迅速な解決に向けて助言やあっせん等を 

行います。 

法律的な判断や専門的な判断が必要な場合は、その内容に応じて山口県消費生 

活審議会の調停に付するほか、山口県弁護士会、山口県司法書士会、法テラス*13 

等の関係機関や、国民生活センター紛争解決委員会*14による裁判外紛争処理手 

続*15などを活用した解決方法を紹介し、適切かつ迅速な解決に努めます。 

消費者の財産的被害を集団的に回復するため、内閣総理大臣から認証を受けた 

特定適格消費者団体*16が行う被害回復裁判手続制度*17について、消費者に周知し 

ます。 

  

〈具体的な取組〉 

○ 県消費生活センターによる助言やあっせん等 

○ 山口県消費生活審議会の調停のほか、山口県弁護士会等の関係機関や 

  裁判外紛争解決機関の紹介等による適切かつ迅速な解決の促進 

○ 被害回復裁判手続の周知 

 

 

【評価指標②】 

 「消費生活相談の充実、紛争の適切な促進」に向けた取組が進んでいるかを評 

価する指標として、「県・市町消費生活相談員の研修参加率」を設定します。 

目標値は、研修費用が自主財源化される中、現状を維持することを基本とし、 

   全ての消費生活相談員の研修機会が確保できるよう、１００％とします。 

 

名称 現状値 目標値 

県・市町消費生活相談員の研修 

参加率 
１００％ 

《2017 年度末》 
１００％ 

《2022 年度末》 

                             
*13 法テラス：刑事・民事を問わず、国民がどこでも法的なトラブルの解決に必要な情報やサービスの提供を受けられるようにする

ため、「総合法律支援法」に基づき設立された法務省所管の公的な法人である「日本司法支援センター」の愛称。本部（東京都）

のほか、県内にも法テラス山口が設置されている。紛争解決のための法制度や相談窓口の案内などの情報提供、無料法律相談な

どの民事法律扶助のほか、犯罪被害者への支援などの業務を行っている。 
*14 国民生活センター紛争解決委員会：消費者と事業者との間で起こる紛争のうちその解決が全国的に重要であるものについて、和

解や仲裁を行う組織。法律や商品、役務の取引について専門的な知識・経験を有する 15 名以内の委員により構成される。 
*15 裁判外紛争処理手続：判決などの裁判によらない紛争解決方法を指し、民事調停・家事調停、訴訟上の和解、仲裁及び行政機関

や民間機関による和解、あっせんなどを意味する。裁判による紛争解決と比べ、比較的簡易・迅速で、廉価な解決が可能である

ところに特徴がある。「ＡＤＲ（Alternative Dispute Resolution）」と表されることもある。 
*16 特定適格消費者団体：悪質商法などの被害に遭った者に代わり、損害賠償を求める訴訟を起こすことができる消費者団体。消費

者に代わって不当な勧誘行為などの差し止めを請求できる適格消費者団体の中から選ばれ、平成 30 年 3 月末現在、全国で 2 団

体が認定されている。 
*17 被害回復裁判手続制度：事業者の行為により、共通する原因で相当多数の消費者が財産的被害を受けた場合に、特定適格消費者

団体が、事業者に対して、消費者のために訴訟及び裁判手続（2 段階手続）を行うことで消費者被害の集団的回復を請求できる

制度。 
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  ３ 消費者の自立に向けた支援                                      

 

 （１）消費者団体等の活動の促進 

地域の主役としての消費者団体がそれぞれの地域で行う、高齢者や障害者等を 

   対象にした見守り活動や啓発活動などの自主的な活動を支援します。 

    消費生活協同組合について、法に基づく検査や指導等を通じて、健全な運営が 

図られるよう支援します。 

消費者団体訴訟制度における適格消費者団体の設立を目指す消費者団体に対 

し、設立に必要な要件等について情報提供や助言を行います。 

 

〈具体的な取組〉 

○ 「まなべる」等を活用した消費者団体への学習支援や情報提供 

○ 消費生活協同組合に対する法に基づく調査、報告の徴取 

○ 国や山口県生活協同組合連合会と連携した消費生活協同組合に対する  

  運営指導 

○ 適格消費者団体となることを目指す団体に対する助言、情報提供等 

 

 （２）地域におけるリーダーの活動の促進 

これまで育成した地域の消費者リーダーの活動を促進するため、市町に対し、 

消費者安全確保地域協議会の構成員や消費生活協力員*18としての活用、地域に 

おける消費者教育の担い手としての活用を働きかけます。 

 

〈具体的な取組〉 

○ 市町における消費者安全確保地域協議会の構成員や消費生活協力員と 

  しての活用の促進   

○ 地域における消費者教育の担い手としての活用の促進 

  

（３）人や社会・環境に配慮した消費行動の推進 

イベントや消費者講座の開催、ホームページ等を通じて、エシカル消費の理念 

   に係る普及啓発を推進します。 

 また、消費者団体等と協働し、エシカル消費の普及啓発を推進するなど、消費 

者自らがエシカル消費ができる環境づくりに取り組みます。 

                             
*18 消費生活協力員：消費者行政担当部署の職員及び消費生活相談員と連携協力して、見守り、相談窓口の周知、被害防止のための

情報提供の活動に取り組む者。民生委員、福祉関係者、弁護士、市民ボランティアなど。消費者安全法に基づき、地方公共団体

の長が委嘱する。 
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〈具体的な取組〉 

○ 啓発講座の開催やホームページ等を通じたエシカル消費の理念の普及  

啓発 

○ 消費者団体等との協働による、エシカル消費の普及啓発の推進 

 

 （４）消費者向け情報の発信・提供 

ホームページ上に消費者の自立に向けて学習できる機能を充実し、県民に対し 

   消費者問題に関する知識を自発的に学習できる機会を提供します。 

「やまぐち・くらしの安心ネット」を活用して、高等学校・大学等に対し、消 

費生活情報を提供します。 

 消費生活センター等の相談窓口や全国で運用されている「消費者ホットライン 

『１８８』（いやや！）」を周知します。 

高校生や大学生の啓発活動の核となる大学生の消費者リーダー（以下「学生消 

   費者リーダー*19」という。）を養成するとともに、その学生消費者リーダーが中 

心となって効果的な啓発手法を開発し実践することにより、消費者の自立を支援 

します。 

 

〈具体的な取組〉 

○ ホームページによる学習機能の提供 

○ 「やまぐち・くらしの安心ネット」を活用した情報発信 

○ テレビやラジオ、広報誌等を活用した情報発信 

○ 学生消費者リーダーを活用した情報発信 

 

 （５）消費者の意見の反映 

学識経験者や消費者代表、事業者代表などで構成された山口県消費生活審議会 

の調査や審議の結果得られた意見に対しては、消費生活に関する施策に反映する 

よう努めます。 

また、消費者団体との情報交換や、消費者に対する各種調査等を通じて得られ 

た意見を消費者施策に反映するよう努めます。 

 

 

 

 

                             
*19 学生消費者リーダー：県内の大学に在籍する学生(短期大学・高等専門学校等含む）を対象に、県が主催する消費者講座等の実

施プログラムを終了した学生を「学生消費者リーダー」として認定する。 



第３章 施策の展開  

- 27 -   
                                 

 

 

〈具体的な取組〉 

○ 山口県消費生活審議会の審議 

○ 消費者団体との情報交換等 

 

 

【評価指標③】 

     「消費者の自立に向けた支援」に向けた取組が進んでいるかを評価する指標 

として、「被害発生時相談先としての消費生活センターなどの選択率（県政世 

論調査）」を設定します。 

目標値は、現状から着実な増加を図ることを基本とし、「同居している家族・ 

親族」を上回る７０％とします。 

 

名称 現状値 目標値 

被害発生時相談先としての消費 

生活センターなどの選択率 

（県政世論調査） 

４７．７％ 

《2017年度調査》 

７０％ 

《2022年度調査》 

 

◆消費者被害発生時の相談先 

    
出典：平成２９年度県政世論調査結果   

 

 

 

被害を受けた時の相談相手について、「同居している家族・親族」（63.9％）が最も高く、
次いで「市町や消費生活センターなどの行政機関の相談窓口」（47.7％）となっている。 
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  ４ 消費者教育の推進                         

 

 （１）地域における消費者教育 

    子どもから高齢者まで県内の幅広い世代に向けて、県庁内に設置している体験 

学習型消費者教育施設「まなべる」の利用を呼び掛け、消費者教育の拠点施設と 

しての活用を図ります。 

また、「まなべる」に展示・保管している消費者教育の学習用教材の充実に努 

   めます。 

地域で開催される消費者教育のための講座に講師を派遣し、地域における消費 

者教育を支援します。 

 各市町に対して、地域の消費者団体との連携・協働や消費者リーダーの活用を 

促すことにより、市町における消費者教育の推進を支援します。 

 

〈具体的な取組〉 

○ 「まなべる」の学習用教材の充実 

○  地域における消費者教育講座への講師派遣 

 

 （２）学校等における消費者教育 

   ア 教育委員会等との連携 

小学校や中学校、高等学校・特別支援学校等で実施される消費者教育の充実 

に向けて、教育委員会等と連携し、教職員に対して、消費者を取り巻く社会環 

境の変化や、消費生活相談において把握した課題、学校現場のニーズを踏まえ 

た消費生活情報を提供します。 

教職員に向けた情報提供や児童・生徒の社会見学の場として「まなべる」の 

    活用を促進します。 

山口県金融広報委員会*20と連携して、教職員に向けた金融に関する研修等を 

    実施するとともに、金融・金銭教育が効果的に実施されるよう教育方法の研究 

    を行います。 

 

   イ 児童・生徒に対する消費者教育機会の提供  

児童・生徒が「まなべる」を見学するときには、学習用教材を活用した消費 

者教育を行います。 

                             
*20 山口県金融広報委員会：山口県、山口県教育委員会、中国財務局山口財務事務所、日本銀行下関支店、その他の公的団体、金融

機関などによって構成されている組織。中立・公平な立場から、公民館等への金融広報アドバイザーの派遣により金融知識や情

報の提供などを行うほか、イベントやセミナーの開催、教育研究校の指定などにより、児童・生徒の発達段階に応じた金融・金

銭教育の支援を行っている。 
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また、コミュニティ・スクール*21の取組と連携して、外部人材も活用した講 

師を積極的に派遣するなど、児童・生徒の発達の段階に応じた消費者教育が 

行われるよう支援します。 

 

   ウ 保護者に向けた消費者教育 

     学校や地域での啓発講座や「まなべる」での消費者教育を通じて、子どもが 

陥りやすい消費者トラブルや消費生活に関する注意喚起等の情報を提供し、消 

費者教育の充実に努めます。 

 

〈具体的な取組〉 

○ 教育委員会等との連携による、教職員に対する消費生活情報の提供 

○ 山口県金融広報委員会との連携による、金融・金銭教育研究校の指定  

並びに教育関係者への情報提供及び研修の実施 

○ 児童・生徒の発達の段階に応じた啓発講座の実施 

○ 学校等を通じた保護者への情報提供 

 

 （３）消費者の特性に配慮した消費者教育 

    地域や学校において、幼児期から高齢期まで、それぞれのライフステージや経 

験に応じた消費者教育を推進します。 

    悪質商法の標的とされやすく、消費者被害が認識されにくい状況にある高齢者 

や障害者等の金銭管理の支援が必要な者に対し、消費者被害を防止するため、年 

齢や障害の特性等に応じた学習の機会を提供し、消費者教育を推進します。 

 

〈具体的な取組〉 

○ 児童・生徒の発達段階に応じた啓発講座の実施 

○ 消費者の特性に応じた学習教材の提供や啓発講座の実施 

 

 （４）成年年齢引下げへの対応 

成年年齢が１８歳に引き下げられた場合、１８歳、１９歳の若者の消費者被害 

   が増加する恐れがあるため、学校等と連携し、高校生や大学生に対して、被害防 

   止のための啓発を行います。 

学生消費者リーダーを育成し、若者に効果的な啓発方法を開発して実践すると 

ともに、高等学校・大学等に対し、身近でタイムリーな消費生活情報を提供し、 

                             
*21 コミュニティ・スクール：学校運営協議会が設置されている学校のこと。学校の課題解決に向けて保護者や地域住民が学校運営

に参画し、学校・家庭・地域が連携・協働しながら子どもたちの豊かな学びや成長を支えていく取組が行われている。 
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若者の消費者被害の防止を図ります。 

 

〈具体的な取組〉 

○ 学校等と連携した、高校生・大学生に対する啓発講座の実施 

○ 学生消費者リーダーの育成 

○ 学生消費者リーダーによる若年消費者への効果的な啓発活動の実施 

○ 「やまぐち・くらしの安心ネット」を活用した、高等学校・大学等へ  

  の情報発信 

 

 （５）消費者の自立の支援を担う人材の育成 

消費者安全確保地域協議会の構成員や、地域での見守りサポーターとなってい 

る事業者に対し、先進的な見守り手法の紹介を行うなど、見守り技術の向上に努 

めます。  

地域の消費者のリーダーとして意欲のある者に対し、社会経済情勢の変化や、 

複雑化・多様化する消費者問題に対応できるよう学習機会の提供に努めます。 

意欲のある学生に対し、体系的な消費者教育を行って、学生消費者リーダーと 

して育成します。 

 

〈具体的な取組〉 

○ 消費者安全確保地域協議会の構成員や地域における見守りサポーター  

  である事業者に対する、見守り技術支援 

○ 地域の消費者のリーダーへの学習支援 

○ 学生消費者リーダーの育成 

 

 （６）消費者教育の推進に係る体制強化 

消費者教育推進地域協議会としての役割も担う山口県消費生活審議会に、中学 

校や高等学校等の教育関係者等で構成する部会を設け、消費者教育を推進する上 

で必要な取組について、専門的知見から調査・審議を行います。 

  

〈具体的な取組〉 

○ 消費者教育推進地域協議会の構成員相互での情報交換 

○ 学識経験者等で構成する部会における、専門的事項の調査・審議 
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【評価指標④】 

  「消費者教育の推進」に向けた取組が進んでいるかを評価する指標として、 

 「高等学校・大学等の『やまぐち・くらしの安心ネット』の活用率」を設定し 

ます。 

目標値は、新たな取組として、県内全ての高等学校・大学等に対しネットを 

使って配信する消費生活情報の活用を促進し、活用した学校の割合を１００％ 

とします。 

 

名称 現状値 目標値 

高等学校・大学等の「やまぐち・ 

くらしの安心ネット」の活用率 

０％ 

《2017年度末》 

１００％ 

《2022年度末》 

 
 
◆「やまぐち・くらしの安心ネット」を使って配信する消費生活情報例  
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  ５ 国・他の自治体、学校や消費者団体等との連携・協働                         

    

（１）国・他の自治体との連携 

ア 国や他の都道府県等との連携 

複雑化・多様化する消費者問題に関して、全国的な対応や関係法令の整備が 

    必要な場合は、国に対して提言や要望を行います。 

重大な消費者事故等については、消費者安全法に基づき、国に対して情報を 

速やかに通知するとともに、状況に応じて消費者の安全確保に必要な措置の実 

施を要請します。 

県域を越えて活動する悪質な事業者については、国や関係する都道府県等と 

情報共有を行うなど密接に連携して、是正に向けた指導や行政処分を実施しま 

す。 

 

イ 市町との連携 

市町における消費生活相談員の人材確保や、消費生活相談員への研修等の実 

施を通じて、市町を支援します。 

市町で対応が困難な専門的な消費生活相談事案については、県消費生活セン 

    ターにおいて、豊富な相談事例の蓄積などを生かして市町に対し助言を行うほ 

か、必要に応じて市町と県が連携して対応します。 

市町の消費生活相談窓口から提供された情報を基に調査を行い、悪質な行為 

を行う事業者に対し、必要に応じて是正に向けた指導や業務停止命令等の行政 

処分を行います。 

 

〈具体的な取組〉 

○  全国的な対応や関係法令の整備に関する国への提言・要請 

○  消費者安全法に基づく、重大事故等に関する情報の国への通知 

○  市町及び近隣自治体との情報共有等による被害拡大の防止 

○  消費生活相談員人材バンクの運営 

○  実地研修や専門研修の実施による市町消費生活相談員の資質向上 

○  市町で対応が困難な事案に対する県消費生活センターの助言等 
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（２）学校や消費者団体をはじめとする各種団体・事業者との連携・協働 

  ア 学校等との連携・協働 

教育委員会や学校等と連携して、教職員に向けた消費者教育に関する研修の 

    実施や情報提供などにより、学校における消費者教育を支援します。 

 

   イ 消費者団体との連携・協働 

     地域に根ざして、消費者に対する啓発活動を行う消費者団体と連携し、消費 

    者に向けた教育活動や、地域における見守り活動等を通じて、高齢者や障害者 

等の消費者被害の未然防止に努めます。 

 

ウ 専門家・関係機関等との連携・協働 

法律的判断が必要な事案や専門的な対応が必要な事案に対しては、山口県弁 

護士会や山口県司法書士会、法テラス等の関係機関と連携して、適切に対応し 

ます。 

弁護士や司法書士等の専門家を講師とする消費生活相談員研修や消費者に向 

けた啓発講座を開催するなど、複雑化・多様化する消費者問題への的確な対応 

を図ります。 

山口県金融広報委員会と連携して、地域や学校において、ライフステージや 

    発達段階に応じた金融・金銭教育や啓発活動を推進します。 

 

エ 事業者団体等との連携・協働 

事業者団体や警察と連携して、「警告メッセージ付き通話録音装置」等の被 

    害防止対策機器の普及を促進し、被害の未然防止に努めます。 

事業者と連携した地域における見守り活動を促進することにより、高齢者や 

障害者等の消費者被害の未然防止に努めます。 
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〈具体的な取組〉 

○ 教育委員会等と連携した、消費者教育に関する研修の実施や情報提供等  

○ 地域において高齢者や障害者等の見守り活動を行う団体等と連携した、 

  消費者被害の未然防止活動 

○ 弁護士による法律相談や専門家による消費生活相談員研修・啓発講座  

  の実施 

○ 山口県金融広報委員会と連携した、地域・学校における金融・金銭教  

  育の実施 

 ○ 事業者団体等と連携した被害防止対策機器の普及の促進 

○ 事業者と連携した、地域における見守りサポーターとしての活動の促進   

 

 

【評価指標⑤】 

「国・他の自治体、学校や消費者団体等との連携・協働」に向けた取組が 

進んでいるかを評価する指標として、「消費者被害防止見守り協力事業者数」 

を設定します。 

目標値は、新たな取組として、年間３０事業者との協力関係が構築できるよ 

う、１５０事業者とします。 

 

名称 現状値 目標値 

消費者被害防止見守り協力 

事業者数 

０事業者 

《2017年度末》 

１５０事業者 

《2022年度末》 

 

 

 


